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所要時間（分）

◆：バス ▲：鉄道 ●：地下鉄

■：モノレール、新交通システム

１ 阿蘇くまもと空港アクセスに求められる交通システム  

評価指標 検証内容 

定時性 既存交通から受ける影響の解消・抑制（走行路の現状と設定） 

速達性 
熊本駅 ～ 阿蘇くまもと空港 間（約 20km）の所要時間 

【 目標所要時間 ： 30 分台 】 

大量輸送性 
航空旅客数の増加にも対応可能な輸送力の確保 

（１台当たりの輸送力、運行本数、運転士の必要数 等） 

早期実現性 
(事業性・容易性) 

事業費、事業期間、既存交通モードへの影響 等 

 
◆所要時間の目標： 

熊本県の代表的な主要ターミナル駅として、鉄道で

九州各県や県内各地と繋がる「熊本駅」から３０分台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内の他の空港から主要ターミナル駅まで、同等の距離帯(約 20km)の所

要時間及び、答申第 19号(H12.8.1)※を参考に設定 

 

 

 

 

２ 比較対象とする交通システム  

【平成 30年度調査結果】 

「鉄道延伸」「モノレール新設」「市電延伸」の３つの交通システムについて、

定時性、速達性、大量輸送性及び事業性等の比較検討を実施。 

定時性、速達性及び大量輸送性に優れ事業費を相対的に抑えることができ、採

算性が見込める「鉄道延伸」が最も効果的かつ、より早期に実現できる可能性が

高いと結論。 

 

過年度検証済の「鉄道延伸」等に「ＢＲＴ(Bus Rapid Transit)」を加えて検証 

  

※）運輸政策審議会答申第 19 号(H12.8.1) 

国際的な空港と都市圏との間を鉄道で連結することが適当である場合には、当該空

港アクセス鉄道について、その所要時間の短縮に努めるものとし、空港と都心部との

間の所要時間を 30 分台とすることを目指す。 

◆ 

◆ 

熊 本 

（空港ライナー） 

熊 本 

（リムジンバス） 

［空港アクセスの課題］ 
 

・公共交通機関はバス

のみ。通常で 60 分ほど

要する。 

・朝夕のラッシュ時は

90分かかるなど、遅延が

恒常化。 

・所要時間の短縮 

・定時運行 

 凡 例  

◆：バ ス 

▲：鉄 道 

●：地下鉄 

■：モノレール 

新交通ｼｽﾃﾑ 
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３ ＢＲＴ（バス系交通システム）の導入検討  
 

ＢＲＴとは、連節バス、PTPS（公共車両優先システム）、バス専用道、バスレ

ーン等を組み合わせることで、速達性・定時性の確保や輸送能力の増大が可能と

なる高次の機能を備えたバスシステム。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【国内の導入事例から検討した阿蘇くまもと空港アクセス改善に係る走行路と導入車輌】 

＜走行路＞  定時性と速達性の確保（表定速度 30km/h以上） 

      ⇒ ゆとりーとライン（名古屋市）「高架専用道」が参考となる 

＜導入車輌＞ 現状のリムジンバスと同程度の輸送環境(安全性※・着席性等)の確保 

      ⇒「大型バス車輌」（リムジンバス）での運行が適する 

  

※廃線敷の活用を除く都市内交通における導入路線延長は概ね 10km未満 

気仙沼・大船渡線 BRT 

連節バスの導入 

京成バス「新都心・幕張線」 

中央にバス専用レーンを配置 

名古屋市基幹バス 

専用の走行路導入（高架道路） 

ゆとりーとライン（名古屋ガイドウェイバス） 

国内の事例 

専用の走行路導入(鉄道廃線敷の活用) 

※【参考：連節バス】道路運送車両の保安基準の細目を定める告示〔2017.6.22〕 

別添 91（連節バスの構造要件）で、座席等の構造要件に関し、運行路線に道路法（昭和

27 年法律第 180 号）第 48 条の 4 第 1 項に規定する自動車専用道路をいう。）を含む場合

は、立席が備えられていないこととされている。 
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  阿蘇くまもと空港アクセスにおけるＢＲＴ検証ルートの設定  

定時性と速達性を確保するため、高架構造の自動車専用道を基本とし、熊本市内
で運行実績があるバス専用レーンについても、比較対象として検証。 

【熊本中心市街地からの直結ルート】 

 ルート 

（経由） 

走行路 

（都市部） 

走行路 

（郊外部） 
（専用走行路の設置方法） 

① 

産業道路 

高架 

現道 

高架の専用道路を新設 

② 
専用レーン 

（現車線を利用） 

現道のうち１車線を 
専用レーン化 

③ 
専用レーン 
（道路を拡幅） 

現道を拡幅し専用レーン化 

④ 

第二空港線 

高架 高架の専用道路を新設 

⑤ 
専用レーン 

（現車線を利用） 

現道のうち１車線を 
専用レーン化 

⑥ 
専用レーン 
（道路を拡幅） 

現道を拡幅し専用レーン化 

 
熊本中心市街地からのアクセスを踏まえ、整備区間の短縮が可能なＪＲ豊肥本線

からの接続ルートについても比較対象として検証。 

【ＪＲ豊肥本線からの接続ルート】 

 ルート 

（経由） 

走行路 

（都市部） 

走行路 

（郊外部） 
（専用走行路の設置方法） 

⑦ 三里木 専用レーン 
（道路を拡幅） 

現道 現道を拡幅し専用レーン化 

⑧ 原水 

高架 高架の専用道路を新設 
⑨ 肥後大津 

 【ＢＲＴ検証ルート図】 
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  ＢＲＴ検証ルートの選定  

速達性の確保が困難という現状の課題に対し、空港アクセス改善達成のため

に、必要とされる速達性の確保が可能な、検証ルートを選定（絞り込み）。 
 
◆目標所要時間(30分台)に対する、各ルートの所要時間を検証。 
 

［ＢＲＴ］ ルート 
走行路 

所要時間 判定 
都市部 郊外部 

ＢＲＴ 
(熊本中心市街地 

からの 

直結ルート) 

産業道路 
高 架 

現道 

36分 
○ 

第二空港線 32分 

産業道路 
専用レーン 

(現車線を利用) 

54分 

× 
第二空港線 55分 

産業道路 
専用レーン 

(道路を拡幅) 

49分 

第二空港線 51分 

ＢＲＴ 

(JR豊肥本線から

の接続ルート) 

三里木 

専用レーン 

(道路を拡幅) 
現道 

55分 

× 原水 52分 

肥後大津 55分 

三里木 

高 架 高架 

52分 

× 原水 50分 

肥後大津 53分 

 

 

 

 

 

 

 

４ 公共交通システムの比較  
 
「鉄道延伸」「モノレール新設」「市電延伸」に、ＢＲＴの導入検討で選定した

検証ルートを加え、定時性、速達性、大量輸送性及び早期実現性について、総合

的な比較検討を実施し、阿蘇くまもと空港アクセス改善に最も有効な公共交通シ

ステムを選定。 

  

上記の検証結果から、 

「熊本中心市街地からの直結ルート［高架(都市部)＋現道(郊外部)］」 

を選定。 



 

＜公共交通システム比較表＞ 

 

ル
ー
ト 

システムの概要 
整備 

延長 
定時性 

速達性 

［熊本駅から 30分台］ 

大量輸送性※2 

［1時間最大輸送量 364人］ 

早期実現性 

［事業性・容易性］ 

総合 

評価 

（
Ｊ
Ｒ
豊
肥
本
線
か
ら
分
岐
） 

鉄
道
延
伸 

三
里
木 

 

 

 

 

 

JR宮崎空港線 

主に道路外の空間を利用。専用軌道を

走行。 

8～ 

9km 

高い定時性を確保 

 

[高架等の専用走行路] 

 

自動車交通とは完全に

分離。 

○ 

約３８～３９分 

 

 

現在のリムジンバスの

所要時間(平均約 60 分)

から大幅に短縮される。 

 

○ 

２本/時 

（５４２人／時） 

 

今後の需要増加にも対応可

能。 

 

(必要運転要員) 

8人/通年 

○ 

概算事業費(税抜) 

約 435～450 億円 

 

支障物件が比較的少なく、主

に耕作地等における施工であ

り、比較的、整備費は安く整備

期間は短い。 

○ ○ 

（
熊
本
市
中
心
部
か
ら
新
設
） 

モ
ノ
レ
ー
ル
新
設 

①
産
業
道
路 

②
第
二
空
港
線 

 

 

 

 

 

北九州モノレール 

主に道路上空を利用。専用軌道を走行。 

①20km 

②21km 

高い定時性を確保 

 

[高架等の専用走行路] 

 

自動車交通とは完全に

分離。 

○ 

① 約３４分 

② 約３１分 

 

 

同 上 

 

○ 

２本/時 

（３９２人／時） 

 

 

運行距離が長く、運転士の確

保に課題あり。 

 

(必要運転要員) 

22～24人/通年 

△ 

概算事業費(税抜) 

① 約 3,220 億円 

② 約 2,980 億円 

 

最も整備延長が長い。高額補

償の支障物件が多く、市街地

内の施工であり、整備費は最

も高く整備期間は長期に及

ぶ。 

▲ ▲ 

（
電
停
か
ら
分
岐
又
は
延
伸
） 

市
電
延
伸 

①
産
業
道
路 

②
第
二
空
港
線 

③
熊
本
高
森
線 

 

熊本市交通局 

主に道路敷きを利用。車両や軌道に新

たな技術を取入れることも可能。 

①18km 

②11km 

③13km 

高い定時性の確保 

は厳しい 

 

［道路内の専用軌道］ 

 

交差点では道路交通信

号制御の影響を受ける。 

▲ 

① 約６５分 

② 約７２分 

③ 約７４分 

 

現在のリムジンバスの

所要時間（平均約 60分）

から改善が見込めない。 

× 

５～６本/時 

（４０８～４１０人／時） 

 

 

運行距離が長く本数も多い。

運転士の確保にも課題あり。 

 

(必要運転要員) 

48人/通年 

▲ 

概算事業費(税抜) 

① 約 1,140 億円 

② 約  350億円 

③ 約  530億円 

 

路面上の施工。高額補償の支

障物件も多く、整備費は鉄道

と同程度であるが、整備期間

は、やや長い。 

△    × 

（
熊
本
市
中
心
部
か
ら
新
設
） 

Ｂ
Ｒ
Ｔ
（
高
架
＋
現
道
） 

 

①
産
業
道
路 

②
第
二
空
港
線 

 

 

 

 

 

ゆとりーとライン(名古屋市) 

主に道路上空を利用。専用の高架橋を

走行。 

①13km 

②11km 

定時性を確保 

 

［高架(都市部)と 

現道(郊外部)］ 

 

現道の一般交通と分

離。（現道区間の影響考

慮） 

△ 

① 約３６分 

② 約３２分 

 

現在のリムジンバスの

所要時間(平均約 60 分)

から大幅に短縮される。 

○ 

９本/時 

（４０５人/時） 

 

運行距離が長く本数も多い。

運転士の確保にも課題あり。 

 

(必要運転要員) 

34～37人/通年 

▲ 

概算事業費（税抜） 

① 約 2,310 億円 

② 約 2,270 億円 

 

高額補償の支障物件が多く、

市街地内の施工であり、整備

費は高く整備期間は長期に及

ぶ。 

▲ ▲ 

［評価：（高評価）○ → △ → ▲ → ×（低評価）］ 

5 

「鉄道延伸」が最も効果的かつ、より早期に実現できる可能性が高いと判断される。 

※1 
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［※1］鉄軌道系（鉄道延伸、モノレール新設、市電延伸）の検証ルート図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［※2］１時間最大時輸送人員に対する各交通システムの必要運行本数。 
 

 利用者(空港駅)※ 1時間最大輸送人員 

輸送人員 5,274人/日 364人/時・片方向 

※）R2年度詳細調査の鉄道需要予測結果(2051年：空港駅)から設定 

 

 

 鉄道延伸 モノレール新設 市電延伸 ＢＲＴ 

定員(編成当り) 271人 196人 68人～82人 45人 

運行本数 2本/時・片側 2本/時・片側 6～5本/時・片側 9本/時・片側 

 

５ 検証結果  

 

 
● 阿蘇くまもと空港アクセス改善について、「鉄道延伸」、「モノレール新設」、

「市電延伸」に「ＢＲＴ」を加えた４つの交通システムについて、県民をはじめ

とする利用者の利便性向上、及び事業の早期実現性等の観点から総合的に検討し

た結果、定時性、速達性及び大量輸送性に優れ、事業費を相対的に低く抑えるこ

とができる｢鉄道延伸｣が最も効果的かつ、より早期に実現できる可能性が高いと

の結論に至った。 

6 


